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Ⅰ 米国競争法(政策) 
 

本号では、連邦取引委員会(FTC)によるビッグテックに関する消費者向けの情報提供要請
と司法省(DOJ)による反競争的な州法及び連邦法の撤廃のための反競争的規制タスクフォー
スの発足を取り上げる。 

１件目は、FTC によるビッグテックによる検閲に関する情報提供に関するものである。
FTC はビッグテックによる利用者に対する検閲が、消費者や競争に悪影響を与える可能性
があるとして、消費者に対して情報提供を呼び掛けた。公表されている情報提供要請書には
競争に関する問いも含まれている。 

２件目は、DOJ による反競争的な州法及び連邦法の撤廃を提唱(アドボカシー)するための
反競争的規制タスクフォースの発足についてである。DOJ は、トランプ⼤統領による⽶国⺠
にかかる不必要な規制の⾒直しに関する指⽰を受け、タスクフォースを組織し、⻑年の経験
に基づく知識を活かして、連邦政府機関の規制緩和イニシアチブを支援するとしている。 

 
１ ビッグテック関係 
(1) FTC がテック企業による検閲に関する調査を開始(2025 年2 月20 日)1 
 
 FTC は、2025 年 2 月 20 日、テクノロジー・プラットフォームが、どのようにユーザーの言
論内容や所属に基づいてサービスへのアクセスを拒否したり、その質を低下させたりしている
のか、また、このような行為がどのように法律に違反し得るのかをいっそう理解するため、公
開調査を開始した。 

FTC のプレスリリースによれば、⼤要次のとおりに説明される。 
テクノロジー・プラットフォームによる検閲は、非アメリカ的であるだけでなく、違法で

ある可能性がある。テック企業は、ユーザーを遮断し、そして、時にはその決定に不服を申
し立てることもできないような、混乱した、あるいは予測不可能な内部手続を採用すること
がある。テクノロジー・プラットフォームによるこのような行為は、消費者に損害を与えた
り、競争に影響を与えたり、競争の欠如から生じたものであったり、反競争的行為の産物で
あったりする可能性がある。 

FTC は情報提供要請書(RFI)を発行し、テクノロジー・プラットフォームによって自由か
つオープンにアイデアや所属を共有する能力が制限され、消費者がどのような被害を受けた
かについてパブリックコメントを求めた。 

FTC の Ferguson 委員⻑は、｢テクノロジー企業はユーザーをいじめてはならない。この
調査によって、FTC は、これらの企業が、自分の考えを話すアメリカ人を黙らせ、脅迫する

 
1  Federal Trade Commission Launches Inquiry on Tech Censorship, February 20, 2025. 
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ことによって、どのように法律に違反したかをよりよく理解することができるだろう。｣と語
った。 

BAN(プラットフォームのアカウントの永久停止、一時停止など)、シャドーバン(ユーザーのアカ
ウントや投稿が他のユーザーに対して表⽰されなくなることなど)又はその他の検閲を受けたテッ
クプラットフォームユーザーは、RFI に対するコメントを共有することが推奨される。FTC
は、不公正又は欺瞞的な行為や慣行、あるいは不公正な競争方法の可能性を含め、テック企
業の政策によって消費者がどのような被害を受けたかを理解することに関心がある。一般市
⺠は 2025 年 5 月 21 日までにコメントを提出することができる。 

 
 FTC のホームページに掲載されている情報提供要請書(RFI)2には、次のような質問が記され
ている。 

① どのような状況下で、プラットフォームがユーザーの言論や発言の内容に基づいてサー
ビスへのアクセスを拒否したり、質を低下させたり(｢シャドーバン｣など)したのか。 

② 不利な措置が行われた当時、プラットフォームは、プラットフォーム内外でのユーザー
の行為をどのように規制、検閲、又は節度あるものにするかについて、方針を定めてい
たか、又はその他の公の表明を行っていたか。 

③ プラットフォームは、黙⽰に又は明⽰的に、影響を受けるユーザーのサービスへのアク
セスを拒否又は低下させる不利な措置に対して、ユーザーが異議を申し立てたり、不服
を申し立てたりする能力があるかどうかを表明していたか。 

④ プラットフォームの不利な措置は、ユーザー(コンテンツ制作者を含む)にどのような影響
を与えたのか？ 

⑤ プラットフォームがその方針を採用したり、不利な措置を講じたりする決断を下した要
因は何か？ 

⑥ プラットフォームの不利な行動は、競争の欠如によって可能になったのか？その慣行や
方針は競争に影響を与えたか？ 

このうち、⑥については、具体的には、次のような問いがなされている。 
・ プラットフォームは他のプラットフォームと同様の方針を採用し、同様の不利益処分を

行ったか。 
 ・ プラットフォームは、その方針及び不利な行動に関して、他のプラットフォームと(直接

又は業界団体、認証機関、その他の手段を含む)合意又はその他の方法で調整したか。 
 ・ プラットフォームは、営利・非営利を問わず、検閲を擁護又は可能にする組織にどの程

度資金を提供し、又は協力したか。 
・ プラットフォームは、寛容なコンテンツポリシーの下で市場支配力を獲得することがで

きたか。市場支配力を獲得した後にポリシーを変更しただけなのか。 
 

2 https://www.ftc.gov/system/files/ftc_gov/pdf/P251203CensorshipRFI.pdf 
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・ プラットフォームは、検索エンジンやアプリストアなど他の市場での優位性をどの程度
利用して、異なる方針を持つプラットフォームとの競争を妨げたか。 

 
２ アドボカシー 
(1) DOJ、反競争的規制のタスクフォースを発足(2025 年3 月 27 日)3 
 

2025 年 3 月 27 日、DOJ は、自由市場の競争を損ない、消費者、労働者、企業に損害を与え
る反競争的な州法及び連邦法の撤廃を提唱(アドボカシー)するため、反競争的規制タスクフォー
スを発足させた。 

DOJ によるプレスリリースによれば、⼤要次のように説明される。 
反トラスト局は、競争に不必要な障壁を作り出す法令に対して⻑年に渡り提言を行ってきた。

タスクフォースは、こうした取組にリソースを⼤いに増やし、ビジネスの活力を妨げ、市場の
競争力を低下させる法令を撤廃するという行政の使命を支援するため、パブリックコメントを
募集する。 

1 月 31 日、トランプ⼤統領は⼤統領令 14192 号に署名し、連邦政府機関は｢⽶国⺠にかかる
不必要な規制の負担を軽減するものとする｣という｢行政府の方針｣を宣言した。この方針に沿
って 2 月 19 日、トランプ⼤統領は⼤統領令 14219 号に署名し、｢全ての規制を⾒直すプロセス
を開始｣し、とりわけ｢中⼩企業に不当な負担を課し、⺠間企業や起業家精神を阻害する｣規制を
特定するよう各省庁に指⽰した。反トラスト局は、⻑年の慣行に従い、経済成⻑に最⼤の障壁
をもたらす規制に関する市場の専門知識を共有することで、連邦政府機関の規制緩和イニシア
チブを支援する。 

｢規制のとりこ｣(Regulatory capture)はよく研究されている現象であり、省庁が⽶国⺠の利益に
奉仕するのではなく、特別な利害関係者や⼤企業に｢取り込まれる｣ようになる。しかし、規制
が少数者に奉仕し、中⼩企業や⺠間企業、起業家に不当な負担を強いる場合、競争にも悪影響
を及ぼし、最終的にはアメリカの消費者、労働者、企業を苦しめることになる。例えば、規制
はコンプライアンス・コストを増加させ、強力な企業と公平な競争条件で競争することを妨げ
る。規制はまた、中⼩企業や新製品が市場に参入し、アメリカの一般家庭の価格を引き下げる
ことを妨げるか、意図的に禁止することさえある。対照的に、不必要な反競争的規制を撤廃す
れば、企業は競争しやすくなる。競争が促進されれば、⽶国⺠が経済の進歩とイノベーション
を推進できるようになる。全ての⽶国⺠が競争力のある自由市場の恩恵を享受する公平な機会
を得ることで、全ての⽶国⺠がアメリカン・ドリームを実現する機会を得ることができる。 

これらの法令を特定し、州及び連邦当局と協力してこれらを改正又は撤廃することにより、
反競争的規制タスクフォースはアメリカン・ドリームの実現に貢献する。その第一歩として、
反トラスト局は、競争を最も妨げる不必要な法令を特定するための公開調査を開始する。特に、

 
3 Justice Department Launches Anticompetitive Regulations Task Force, March 27, 2025 
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住宅、運輸、食品・農業、ヘルスケア、エネルギーを含む、⽶国の家計に最も⼤きな影響を与
える市場において、企業が効果的に競争することを難しくしている法令について、一般からの
情報を求める。 

消費者、消費者擁護団体、中⼩企業、雇用主、業界団体、業界アナリスト、その他反競争的
な州法や連邦法、規制の影響を受ける団体など、全ての市場参加者がこの照会に対してコメン
トを提出することが求められる。 

タスクフォースは、一般からの回答を検討するだけでなく、弁護士、エコノミスト、その他
部局内のスタッフを省庁間のパートナーとともに集め、不必要に競争を阻害する州法や連邦法
を特定する。そして、反トラスト局は、各省庁がこれらの規制を改正又は撤廃するのを支援す
るなど、適切な措置を講じる。 

タスクフォースは、反競争的な法令の撤廃を提唱する他の方法も検討する。当部門は、⺠間
訴訟において、日常的にアミカスブリーフや意⾒書(statements of interests)を提出しており、今後
も競争を促進し、反競争的な法令に反対するために、このような活動を続けていく。また、州
議会議員の要請を受け、各州で提案されている法案にコメントも提供していく。これらの取組
は、眠れる州際通商条項(dormant Commerce Clause)※の原則に照らし、競争と州際通商を保護
することを念頭に、今後も継続していく。 

司法省は、不要な規制を特定し撤廃するために各省庁と協力することで、行政府の競争擁護
の最⾼責任者としての役割を果たしてきた⻑い歴史がある。2018 年、司法省は規制がいかに競
争を害するかに関する報告書を発表した。この報告書の後、司法省は連邦政府機関に対して、
不必要な規制を撤廃し競争を促進する取組を支持する数十件のコメントを提出した。例えば、
司法省は連邦取引委員会と協議の上、全⽶のエネルギー市場において求められている競争から
既存の送電会社を保護する規制に反対するコメントを提出した。また、連邦政府機関に対し、
新規及び既存の規制が競争にどのような影響を与えるか、あるいは競争が規制の代替となりう
るかどうかを分析するための技術支援や研修も行った。 

 
※ 連邦議会は、合衆国憲法の州際通商条項に基づいて広範な州際的・全国的活動を規制する

立法権を与えられているが、そのような立法が未だなされていないこと。ただし、連邦立
法がない場合でも、州又は自治体の法規が全国的な通商の流れを阻害するなど、全国的に
統一的な規制を要するような性質の問題に関するときには、憲法の州際通商条項に違反す
るとされる。(以上につき、田中英夫編集代表『英⽶法時点』(東京⼤学出版会、1991 年)274 頁参
照。) 

  
(⽶国競争法(政策)の担当は、白石 幸輔・名古屋商科⼤学経済学部准教授。お問い合わせは、公正取引協
会 info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 
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Ⅱ 欧州競争法(政策)  
 

本号では、共謀事件と買収事件を取り上げる。 
1 件目の共謀事件において、欧州委員会は使用済み自動車のリサイクルに関する⻑期間の

カルテルに関与したことを理由に、日本の自動車メーカー6 社を含む⼤手自動車メーカー15
社と欧州自動車工業会に対し、総額約 4 億 5800 万ユーロ(約 732.8 億円)の制裁金を賦課し
た。なお、メルセデス・ベンツは制裁金減免制度の下、欧州委員会に本件カルテルの存在を
明らかにしたため制裁金は賦課されなかった。全当事者は、本件カルテルへの関与を認めた
上で和解により解決することに合意した。 

2 件目の買収事件において欧州委員会は、Nokia による Infinera の買収提案について、合
併により誕生する事業者は、光ネットワーク事業において必要な規模を獲得することで製品
ロードマップを加速し、市場における⼤手競争者とより積極的に競争できるようになること
から、EEA において競争上の懸念を惹起させるものではないと結論付け、本件買収を承認
した。 

 
１ 共謀事件 
(1) 欧州委員会、自動車メーカーと事業者団体に対し、使用済み自動車のリサイクルに関する

⻑期間のカルテルに関与したことを理由に総額約4億5800万ユーロの制裁金を賦課(2025
年4 月 1 日)4 

 
欧州委員会は 2025 年 4 月 1 日、使用済み自動車(以下｢ELV｣という。)のリサイクルに関する

⻑期間のカルテルに関与したことを理由に⼤手自動車メーカー15 社と欧州自動車工業会(以下
｢ACEA｣という。)に対し、総額約 4 億 5800 万ユーロ(約 732.8 億円、１ユーロ＝160 円換算)の制
裁金を賦課した。メルセデス・ベンツは制裁金減免制度の下、欧州委員会に本件カルテルの存
在を明らかにしたため制裁金は賦課されなかった。全当事者が本件カルテルへの関与を認めた
上で、和解により解決することに合意した。 

ELV とは、経年劣化、摩耗、損傷などにより使用できなくなった自動車をいい、解体された
後、リサイクル、回収、廃棄のために処理される。 

廃棄物を最⼩限に抑え、金属、プラスチック、ガラスなどの貴重な資源を回収することを目
標としているところ、欧州委員会は EU の脱炭素化とリサイクルへの取組をさらに支援するた
め、メーカーが 2025 年から 2027 年にかけて新車の CO2 排出量目標の遵守を支援する柔軟
性のある措置を提案した。また欧州委員会は、EU の結束政策(cohesion policy)の中間⾒直しの
一環として、充電インフラ整備に対する資金援助のインセンティブも提案した。さらに欧州委

 
4  Presse Release, European Commission, Commission fines car manufacuters and association €458 million over end-
of-life vehicles recycling cartel, 1 April 2025. 
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員会は、本分野における EU 競争法に適合した業界協力強化を支援するため、欧州の事業者に
よる特定の重要原材料の調達・リサイクルに関する実態調査を開始した。 
 
違反行為 

欧州委員会による調査の結果、⼤手自動車メーカー16 社(制裁金を賦課されなかったメルセデ
ス・ベンツを含む)と ACEA が 15 年以上にわたり反競争的協定を締結し、ELV のリサイクルを
対象とする協調行為を実施していたことが明らかになった。 

欧州委員会は、本件当事者が以下の 2 点について共謀していたことを認定した。 
・ 本件当事者は、ELV の処理について自動車解体業者に報酬を支払わないことに合意

した。具体的には、ELV のリサイクルは十分に収益性の⾼い事業であると判断し、
自動車解体業者にサービスに対する報酬を支払わないことに合意した(いわゆる｢ゼ
ロ処理費用｣戦略)。また本件当事者は、自動車解体業者との個別契約に関する事業上
機微な情報を共有し、解体業者に対する行動を調整した。 

・ 本件当事者は、ELV がどれだけリサイクル、回収、再利用できるか、また新車にどれ
だけのリサイクル材が使用されているかについて宣伝しないことで合意した。これは、
消費者が自動車を選ぶ際にリサイクル情報を考慮しないようにすることで、自動車メ
ーカーに対する法的要件を超えた対応を求める圧力の軽減を目的としていた。 

ELV の最終所有者は指令 2000/53 の下、解体業者を通じて無償で処分することができ、自
動車メーカーは必要に応じて費用を負担することとされている。さらに消費者には、新車のリ
サイクル性能に関する情報提供が義務付けられている。 

欧州委員会による調査の結果、ACEA は仲介者として、本件カルテルに関与する自動車メー
カー間の数多くの会合や連絡を企画していたことが明らかになった。 

また欧州委員会の調査の結果、EEA(欧州経済領域)においては 2002 年 5 月 29 日から 2017
年 9 月 4 日までの 15 年間にわたり単一かつ継続的な違反行為の存在が明らかになった。 

違反行為に関与した事業者ごとの本件カルテルへの関与期間は、以下のとおり。 
事業者名 始期 終期 

BMW 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 
フォード 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 
ホンダ 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 
現代／起亜 2006 年 3 月 2 日 2017 年 9 月 4 日 
ジャガー・ランドローバー 2008 年9 月23 日 2017 年 9 月 4 日 

− 親会社のタタ 2008 年9 月23 日 2017 年 9 月 4 日 
マツダ 2006 年9 月13 日 2017 年 9 月 4 日 

− 親会社のフォード 2006 年9 月13 日 2008 年 11 月 18 日 
メルセデス・ベンツ 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 
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三菱 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 
オペル 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

− 親会社のゼネラルモーターズ 2009 年7 月10 日 2017 年 7 月 31 日 

ルノー／日産 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

ステランティス 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

スズキ 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

トヨタ 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

フォルクスワーゲン 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

ボルボ 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

− 親会社のフォード 2002 年5 月29 日 2010 年 8 月 2 日 

− 親会社の吉利 2010 年 8 月 3 日 2017 年 9 月 4 日 

ACEA 2002 年5 月29 日 2017 年 9 月 4 日 

 
 欧州委員会は、英国競争・市場庁(以下｢CMA｣という。)と連携して調査を行い、CMA は本日、
英国競争法違反に関する同様の行為に関する決定を採択した。 
 
制裁金 

欧州委員会は、2006 年制裁金ガイドラインに基づいて制裁金額を算定した。欧州委員会は
算定にあたり、違反行為の対象となった ELV の車両数、違反の性質、地理的範囲、違反期間
等の様々な要素を考慮した。また欧州委員会は、ホンダ、マツダ、三菱、スズキは本件違反行
為への関与の程度が低かったことも考慮した。さらにルノーについては、新車におけるリサイ
クル材の使用を広告しない協定の適用除外を明確に求めていたことが証拠により⽰されたた
め、同社への制裁金は減額された。 

4 社は制裁金減免制度の下、欧州委員会に協力した。 
・ メルセデス・ベンツは、本件カルテルの存在を明らかにしたため、全面的な免除を受

け、約 3500 万ユーロ(約 56 億円)の制裁金を免れた。 
・ ステランティス(オペルを含む)、三菱、フォードは、欧州委員会への協力により制裁金

の減額を受けた。減免額は協力の時期とカルテルの存在を証明するために提出された
証拠によって異なる。3 社とも減免告⽰により複数の減免申請者がある場合に適用さ
れる最⼤限の減額を受けた。 

さらに欧州委員会は、2008 年の和解告⽰に基づいて全当事者が本件カルテルへの関与と責
任を認めたため、制裁金を 10％減額した。 

ACEA の促進的役割に対する制裁金は、会員であるすべての自動車メーカーが個別に制裁
金を賦課されたことを考慮に入れたものである。 

各当事者に賦課された制裁金の内訳は、以下のとおり。 
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事業者名 
減免告⽰に
基づく減額 

制裁金額 

メルセデス・ベンツ 100% 0 ユーロ 
ステランティス 50% 7493 万 4000 ユーロ(約 120 億円) 
三菱 30% 415 万ユーロ(約 6.6 億円) 
フォード 20% 4146 万 2000 ユーロ(約 66.3 億円) 
BMW  2458 万 7000 ユーロ(約 39.3 億円) 
ホンダ  504 万ユーロ(約 0.8 億円) 
現代／起亜  1195 万ユーロ(約 19 億円) 
ジャガー・ランドローバー／タタ  163 万 7000 ユーロ(約 26.2 億円) 
マツダ  500 万 6000 ユーロ(約 8 億円) 

− うちフォードとの連帯責任  103 万 4000 ユーロ(約 1.7 億円) 
ルノー／日産  8146 万 1000 ユーロ(約 130.3 億円) 
オペル 50% 2453 万ユーロ(約 39.2 億円) 

− うち GM との連帯責任  1365 万 9000 ユーロ(約 21.9 億円) 

GM のみ  1707 万 5000 ユーロ(約 2.7 億円) 

スズキ  547 万 1000 ユーロ(約 8.8 億円) 

トヨタ  2355 万 3000 ユーロ(約 37.7 億円) 

フォルクスワーゲン  1 億 2769 万6000 ユーロ(約204 億円) 

ボルボ  889 万ユーロ(約 14.2 億円) 

− うちフォードとの連帯責任  390 万 1000 ユーロ(約 6.2 億円) 

− うち吉利との連帯責任  441 万 9000 ユーロ(約 7 億円) 

ACEA  50 万ユーロ(約 0.8 億円) 

 
２ 買収事件 
(1) 欧州委員会、Nokia による Infinera の買収を承認(2025 年2 月 26 日)5 
 

欧州委員会は 2025 年 2 月 26 日、合併規則の下、Nokia による Infinera の買収提案を無条
件で承認した。欧州委員会は、本件取引は EEA(以下｢欧州経済領域｣という。)において競争上の
懸念を惹起させるものではないと結論付けた。 
 
欧州委員会による調査 

Nokia と Infinera の両社は、ともに光ファイバーケーブルを介してデータを伝送する光伝送

 
5  Presse Release, European Commission, Commission approves acquisition of Infinera by NOKIA, 26 February 2025. 
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機器を供給している。両社によると、本件取引により誕生する事業者は光ネットワーク事業に
おいて必要な規模を獲得することにより、製品ロードマップを加速し、市場における⼤手競争
者とより積極的に競争できるようになる。 

欧州委員会は、本件取引が光伝送機器供給の世界市場と EEA 市場、及び両市場における機
器の種類／用途別の狭い部門に与える影響を調査した。欧州委員会は市場調査に基づいて、光
伝送機器の供給の上記各市場における Nokia と Infinera の合計市場占拠率は中程度に留まる
と判断した。また上記各市場には、本件取引後も Nokia に十分な競争上の圧力を与え続けるこ
とが⾒込める複数の競争事業者が存在することも明らかになった。 

よって欧州委員会は、本買収提案は EEA において競争上の懸念を惹起するものではないと
結論付け、本件取引を無条件で承認した。 
 
事業者と製品 

Nokia はフィンランドに本社を置く上場企業であり、ネットワークインフラ、モバイルネッ
トワーク、クラウド＆ネットワークサービス、テクノロジーをはじめとする幅広い分野におい
て世界的に事業を展開している。 

Infinera は⽶国に本社を置く上場企業であり、ネットワーク機器、光半導体、ソフトウェア、
サービスなどを含むネットワークソリューションを提供する世界的な供給者である。 
(欧州競争法(政策)の担当は、多田 英明・東洋⼤学法学部教授。お問い合わせは、公正取引協会
info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 


